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Ⅳ 令和５年度の取組・成果指標・主要事業 

ここでは、教育振興基本計画の施策体系に沿って、教育基本方針をふまえ、新年度の取組・成果

指標・主要事業を掲載しています。基本的に表記については市行政評価と整合しています。 

市の全施策については、市総合政策部政策室ホームページの「行政評価」ページに記載されてい

ます。 

評価の「性質」は、実績値が目標値を上回った方が良い場合は「↑」、下回った方が良い場合は

「↓」、同じ値になるのが良い場合は「＝」で表記しています。 

 

体系 1 幼児教育・学校教育 

 主要施策 1 幼児教育・保育 

  施策目標 1 幼児教育・保育の充実 

令和 5年度の取組 

 「伊丹市保育環境構成のてびき」を活用した研修・幼児教育シンポジウムの実施、各種研究・研

修を実施するとともに、幼児教育アドバイザーの訪問等により、各施設における環境構成の工夫や

園内研修のコーディネートなど保育の実践的指導力の向上を図る。 

 待機児童の解消を図るため、保育所入所需要の見込まれる地域に民間保育所の誘致を行うととも

に、保育人材の確保に努める。 

 子育て支援の充実を図るため、延長保育や一時保育、病児・病後児保育など、保護者の多様なニ

ーズに応じた教育・保育の提供を行う。 

 幼児教育で培った資質・能力を小学校へ接続するため、拠点園を中心に小学校教員と共に研修や

相互参観を進め、架け橋期(５歳児から小学校１年生の２年間)の教育の充実を図る。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

保育所等待機児童数（人） ＝ 保育所等待機児童数（翌年度当初） 0 

公私立幼稚園・認定こども園定員充

足率（％） 
＝ 

公私立幼稚園及び公私立認定こども園

（1 号認定）の利用定員数に対する利用

者数（就園者数）の割合 

100 

特別保育年間利用者数（人） ＝ 延長保育、一時保育の年間延べ利用者数 7,368 

研修への参加者数 ↑ 

幼児教育推進課及び幼児教育センター

で実施する研修への参加者数（私立含

む） 

860 

幼児教育アドバイザーの活動件数 ↑ 
幼児教育センター所属のアドバイザー

の年間活動件数（相談・訪問等） 
305 

コード 事務事業名 R5 年度の取組内容 

231010 
公立認定こども園管理運

営事業 

各施設の運営に必要な予算を適切に配当し、高騰する光熱費

や賄材料費を含め、着実な執行管理を行う。また教材等を計

画的に整備する。 

231020 公立幼稚園管理運営事業 
各園の運営に必要な予算を適切に配当し、高騰する光熱費を

含め着実な執行管理を行う。また教材等を計画的に整備す
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る。 

231030 公立保育所管理運営事業 

各施設の運営に必要な予算を適切に配当し、高騰する光熱費

や賄材料費を含め、着実な執行管理を行う。また教材等を計

画的に整備する。 

231050 
幼児教育充実施策推進事

業 

幼児教育センター主催の幼児教育研修会、幼小接続研修会及

び、幼児教育シンポジウムを開催する。 

231060 就学前施設研究推進事業 
職員の資質向上のため、各施設で講師を招聘し研究会及び研

修会を実施。市外各種研修会等へ参加。 

231070 
保育所等環境整備補助事

業 

私立保育所等における事故防止や業務効率化を進めるために

必要な機器の費用を支援し、保育環境を整備する。 

231082 私立保育所等整備事業 
国の交付金を活用し、保育所の開設等を行う事業者に対する

整備補助を行い、開設等を支援する。 

231093 保育人材確保事業 
市内民間保育事業者の保育士確保に対し、宿舎借上支援、人

材確保補助、奨学金返済支援の策を講じる。 

231100 
私立保育所通常保育事業

委託等事業 

私立保育所等に対し、通常保育事業の委託等を行う。 

231110 
施設型・地域型保育給付事

業 

私立認定こども園や小規模保育事業所等に通う児童の保護者

に対し、施設型給付費又は地域型保育給付費を給付する。 

231120 
私立保育所等延長保育事

業費補助事業 

通常の保育時間を超えて、延長保育を実施する認定こども

園、保育所等に対して、事業の実施に要する費用を補助す

る。 

231130 
私立保育所等一時保育事

業費補助事業 

一時的に家庭での保育が困難となる世帯の児童を預かる施設

に対し、事業の実施に要する費用を補助する。 

231140 
私立認定こども園等一時

預かり事業費補助事業 

私立認定こども園等に在籍する児童を、教育時間の前後又は

長期休業日等において一時的に預かる施設に対し、事業の実

施に要する費用を補助する。 

231150 
病児・病後児保育委託等事

業 

病気などで家庭や集団での保育が困難な児童を一時的に保育

する事業を委託する。 

231163 統合保育事業 
統合保育を実施している私立保育所に対して補助するととも

に、研修等を通じて各施設の専門性の向上を図る。 

231170 
私立幼稚園等特別支援教

育振興助成事業 

特別支援教育に要する経費の一部を助成することにより、私

立幼稚園等における特別支援教育の振興を図る。 

231180 施設等利用給付事業 
国の制度による幼児教育・保育の無償化を実施し、全ての子

どもに質の高い幼児教育を提供する。 

231190 
保育業務管理システム構

築･運営事業 

国によるシステム標準化の動向を注視し、今後のシステム運

用の検討を進める。 

231200 感染防止対策事業 
就学前施設における新型コロナウイルス感染症対策のため、

マスク等の購入や消毒に必要な経費等を補助する。 

231210 
就学前施設物品等購入支

援事業 

寄付者の意向を踏まえ、公私立の就学前施設の絵本や遊具等

の物品購入費用として寄附金を活用する。 

231220 
私立保育所等給食食材調

達支援事業 

給食費の値上げを行っていない民間の教育保育施設等に対

し、給食食材費高騰に係る経費を補助するとともに、給食費値

上げを行った認可外保育施設等に在籍する児童の世帯に対

し、給食費値上相当分を補助する。 
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 主要施策 2 学校教育 

  施策目標 1 知・徳・体の調和のとれた児童・生徒の育成 

1-1 「確かな学力」の育成 

令和 5年度の取組 

身近な生活と結びつく教材等を通して、教科の楽しさが伝わる授業や、子どもが学びの主体とな

る「主体的・対話的で深い学び」の実践と、発達段階に応じたＩＣＴの有効活用を図る。 

また、誰一人取り残さないために、デジタル教材を活用し、習熟に応じた学習や個別最適な学び

の充実を図るとともに、専門性の高い授業を実現するために、義務教育９年間を見通し、小学校高

学年における教科担任制の充実を図る。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

全国学力調査の全国平均を 100とした

時の小中学校の指数 
↑ 

学力調査において実施した教科の平

均正答率と全国平均正答率の比較（伊

丹市平均正答率÷全国平均正答率×

100） 

102 

小中学校の児童生徒一人あたりの 1ヶ

月読書冊数（冊） 
↑ 

小中学校の児童生徒が一人あたり 1

ヶ月に読書した冊数（実績値に基づき

目標値を設定） 

11.1 

授業が分かりやすいと回答した児童

生徒の割合（％） 
↑ 

学校評価アンケートにおいて、肯定的

に回答した児童生徒の割合 
85 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

241020 学校図書館活性化事業 

学校図書館とことば蔵との連携により図書館教育を充実さ

せ、児童生徒の読書習慣の定着のため、読書量の増加を図

る。 

241043 学力向上推進事業 

子どもが主体となる学びと誰一人取り残さない取組の実現

に向け、市内小中学校において教員免許を有する人材によ

る児童生徒への学習指導及び教員への助言を行う。 

241070 教科用図書選定事業 

教科用図書選定委員会を設置し、令和６年度使用教科用図

書採択事務を行うとともに、デジタル教科書活用事例の共

有を図るなど、教員の活用力向上に取り組む。 

241080 子どもサポーター派遣事業 
教員をめざす大学生等が児童生徒の学習指導の補助や児童

生徒との関わりなど、学校のニーズに応じた支援を行う。 

241120 
小中学校社会科副読本作成

事業 

編集委員会を組織し、中学校で使用する社会科副読本「身

近な地域伊丹市」を最新データに基づいて改訂する。 
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  施策目標 1 知・徳・体の調和のとれた児童・生徒の育成 

1-2 新しい時代に対応した教育の推進 

令和 5年度の取組 

新しい時代に対応した教育の推進については、専科教員等の資質向上研修や指導主事訪問による

指導を行うとともに、児童生徒のコミュニケーション能力の向上を図るために、話すこと（スピー

キング）等の重視など、英語を実践的に使える場の充実に努める。また、タブレット端末をはじめ

としたＩＣＴ機器や各種ソフトウェア等のＩＣＴ環境を適切に整備運用していくとともに、授業支

援システムやデジタル教材等、効果的なＩＣＴ活用の研究を通して児童生徒の「情報活用能力の育

成」に取り組み、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に推進する。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

中学 3年生英語力が英検 3級程度の割

合（％） 
↑ 

中学 3 年生において※CEFR(セファー

ル）A1レベルの力が認められる生徒の

割合 

60 

授業中に ICTを効果的に活用できる教

員の割合（％） 
↑ 

ICTを活用して、授業力向上を図るこ

とができた教員の割合〈市内教員の割

合〉 

90 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

241013 英語教育推進事業 

専科教員等の資質向上研修等を行うとともに、児童生徒の

コミュニケーション能力の向上を図るために、話すことな

ど、英語を実践的に使える場を充実する。 

241103 情報教育推進事業 
アウトリーチ研修や ICT支援員を増員し、ICT活用力の向

上を図るとともに、授業改善を支援する。 

※CEFR…Common European Framework of Reference for Languages: Learning, teaching, assessment：

外国語の学習、教授、評価のためのヨーロッパ共通参照枠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



21 

 

施策目標 1 知・徳・体の調和のとれた児童・生徒の育成 

1-3 「豊かな心」の育成 

令和 5年度の取組 

改訂された「生徒指導提要」の趣旨を踏まえ、児童生徒が本来持っている力を子ども自身が発見し、

引き出せる教育活動の実現を図る。 

いじめへの対応については、小・中・高校生の声をもとに改訂した「いじめアンケート」を実施し、

いじめ防止等対策審議会やいじめ防止フォーラム等を通じて、さまざまな側面から、いじめ防止に取り

組む。不登校児童生徒の対応については、一人ひとりの状況を正確に把握し、それぞれに応じた校内に

おける居場所づくりや民間施設との連携や ICT 等を活用した学習活動の提供等の多様な学習機会を確保

する。教育支援センター「やまびこ」においては、不登校児童生徒への支援をとおして、不登校児童生

徒の学校への復帰及び社会的自立を図り、不登校等の減少を目指す。 

体験活動等については、児童生徒の主体性や問題解決能力、豊かな感性等を育むために、地域や関係

者との連携を図りながら、事前事後の学習や生活との関連を持たせる等、自然体験事業等の充実を図る。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

自分にはよいところがあると肯定 

的に回答した児童生徒の割合（％） 
↑ 

全国学力・学習状況調査児童・生徒質問

紙において、肯定的に回答した児童生

徒の割合 

79 

不登校児童生徒出現率（％） ↓ 
全児童生徒数における、不登校児童生

徒数の割合 
1.15 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

241160 
トライやる・ウィーク推進

事業 

感染症対策を講じつつ、「生きる力」の育成のため、市内中

学２年生が事業所等において体験活動を実施する。 

241170 
伊丹市いじめ・不登校総合

対策推進事業 

改訂された「生徒指導提要」に基づき、「子どもの意見」を尊

重するなど、子どもの自発的・主体的な成長を支える教育の推

進に向け、防止等対策審議会の開催や改訂版いじめアンケート

の実施、問題解決支援チームの派遣等の取組を推進する。 

241180 
伊丹市生徒会活性化推進事

業 

生徒会役員のリーダーとしての自覚や資質の向上を図るため、感

染症対策を講じつつ、生徒会リーダーズセミナーを実施する。 

241190 
学習活動成果公表等推進事

業 

平素の教育活動（理科・図工・美術・家庭・音楽及び部活

動等）の成果を発表及び鑑賞する場を設定する。 

241200 小学生の自然体験事業 
心身共に調和のとれた健全な児童の育成のため、小学校３

年生で環境体験学習、５年生で自然学校を実施する。 

241211 不登校児童生徒の支援事業 
社会的自立をめざした､体験活動を取り入れたカリキュラム

や ICT を活用した学習支援等の充実を図る。 

241220 
姉妹都市・友好都市交流事

業 

新型コロナウイルス感染症の状況に鑑みつつ、中国佛山市

と伊丹市の中学生の交流を図り、友好を深める。 
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施策目標 1 知・徳・体の調和のとれた児童・生徒の育成 

1-4 「健やかな体」の育成 

令和 5年度の取組 

健やかな体の育成については、新型コロナの影響による体力低下が懸念される中、体力や運動習

慣は人間のあらゆる活動の基本となるものであることから、児童生徒が体力の向上を図り、生涯に

わたって健康な生活を送ることができるよう、各校の実態に応じた体育授業の改善や休み時間の活

用、家庭との連携による運動の日常化等に取り組む。 

食に関する資質、能力の育成については、発達段階に応じた健全な食育を推進するために「食に

関する指導」や「献立コンクール」を実施するとともに、学校給食における残食軽減を図るため、

定期的な残食調査を実施する。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

全国体力調査の全国平均を 100

とした時の小中学校の指数 
↑ 

全国体力調査において実施した 8 種目の体力

合計点平均値と全国の体力合計点平均値との

比較(伊丹市平均値÷全国平均値×100) 

103 

残食率（％） ↓ 学校給食栄養報告等に基づき調査を行った結果等 5.0 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

241230 
中学校総合体育大会運

営事業 

中学校総合体育大会及び新人大会の開催により、生涯スポーツ

を志向する生徒を育成する。 

241240 
県大会、近畿大会助成

事業 

県大会及び近畿大会へ出場した生徒への助成金を交付すること

で、保護者負担額の軽減を図る。 

241250 
体力・健康づくり推進

事業 

体育授業の改善や休み時間の活用、家庭との連携等、運動の日常化

を推進し教職員の資質向上及び児童生徒の体力向上を図る。 

241260 
中学校運動部活動外部

指導者派遣事業 

市内８中学校の運動部活動に、教育に見識を有する地域人材を

指導補助者として配置し、運動部活動の活性化を図る。 

241280 部活動支援事業 
市内大会の上位大会である阪神地区・県大会等の運営費を負担

することで、中学校運動部の活性化を図る。 

241290 学校給食費管理徴収等事業 学校給食費管理システムを活用し、適切に管理徴収を行う。 

241302 
給食センター設備整備

等事業 

受変電設備、揚物・焼物室空調設備、コンテナー消毒熱風発生

装置ダクトフレキについて更新を行う。 

241310 
給食センター管理運営

事業 

児童および生徒の健康の増進および食育の推進を図るため、安

全安心で衛生的な学校給食を提供する。 

241320 健康教育推進事業 
専門家を招聘した、がん教育や感染症対策等の研修会を実施

し、健康な生活を営むための実践的な能力を育成する。 

241330 健全な食生活推進事業 
「給食・食に関する指導」や献立コンクール等の実施により、

健全な食生活・食習慣の確立をめざす。 

241350 
中学校部活動の地域移

行推進事業 

伊丹市中学校部活動の地域移行に関する協議会を設置し、市内

８中学校において１中学校あたり１部活動を先行実施する。 
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施策目標 1 知・徳・体の調和のとれた児童・生徒の育成 

1-5 市立伊丹高等学校の魅力向上 

令和 5年度の取組 

市立伊丹高等学校の魅力向上については、ＩＣＴの活用や、自ら課題を見つける力を養う「探究

活動」に取り組むとともに、兵庫県の「県立高等学校教育改革第三次実施計画」に基づき、普通科

の改革に取り組む。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

高校卒業時の学校満足度（学校アンケ

ートより）（％） 
↑ 

生徒への学校アンケート「市高に入学

してよかった」への肯定的な回答の割

合 

90.5 

CEFR(セファール）A2 レベル保持者の

割合（％） 
↑ 

市立伊丹高等学校の第 3 学年におけ

る CEFR(セファール）A2レベルの力が

認められる生徒の割合 

84.5 

全商 1級資格取得率（％） ↑ 

実用的な技能を習得することにより、

生徒の進路実現が達成する可能性が

高くなり、学校の魅力にもつながる。

（3 年各種検定 1 級取得実人数÷3 年

商業科生徒数） 

50 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

241131 市立伊丹高校活性化事業 

スクールミッションに基づくグローバル人材育成に向け

「探究活動」に取り組むとともに、兵庫県の「県立高等学

校教育改革第三次実施計画」に基づき、普通科の改革に取

り組む。 

241140 市立伊丹高校管理運営事業 
教育委員会と協議した「市立伊丹高等学校特色化・活性化

推進チーム会議」の内容を活かし、管理運営を行う。 
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施策目標 2 教育相談・支援体制の充実 

令和 5年度の取組 

新型コロナの影響等を含め、複雑化多様化する児童生徒の悩みや不安に対して、子どもたちの心理的・

福祉的な支援のため、専門性のあるスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの校内のケース

会議への参加等、積極的な活用を図る。 

多様化・複雑化する相談内容に対応するため、関係機関との連携を強化するとともに、研修による相談

員の資質向上を図り、幼児・児童・生徒及び保護者の心の安定を図る教育相談を実施する。 

教育支援センターによる不登校児童生徒への支援をとおして、不登校児童生徒の学校への復帰および

社会的自立を図り、不登校等の減少を目指す。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

スクールカウンセラー（SC）の相談件

数 
↑ 

スクールカウンセラー（SC）の相談件

数 
9000 

スクールソーシャルワーカー（SSW）の

活動件数 
↑ 

スクールソーシャルワーカー（SSW）の

活動件数 
6600 

学校または教育支援センター「やまび

こ」に出席した児童生徒の割合 
↑ 

登校（部分登校を含む）または教育支

援センター「やまびこ」に出席した児

童生徒／「やまびこ」に在籍した児童

生徒×100（体験入所生を含む） 

89 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

242010 キャリア教育推進事業 

学年・校種を越えて引き継ぐキャリア・パスポートを活用

するとともに、自分らしい生き方を実現する「キャリア教

育」を推進する。 

242020 SC・SSW活用事業 
複雑化・多様化する児童生徒の問題に対し、SC・SSWの専

門性を生かして組織的に対応する。 

242030 教育相談事業 
相談員による教育相談や発達相談、ことばの支援教室、専

門医による医療心理相談、医療発達相談を実施する 

242040 中学校進路指導委託事業 
高等学校等の学校説明会やオープンスクールにおける情報

収集等を通じ、適切な進路指導を行う。 
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施策目標 3 特別支援教育の推進 

令和 5年度の取組 

文部科学省通知において、特別支援学級に在籍している児童生徒は、原則として週の授業時数の

半分以上を目安として、特別支援学級において授業を受けることが示された。本市においても本方

針を原則としつつ、インクルーシブ教育システムの理念に基づき、個別の指導計画を踏まえた適切

な指導・支援を行う。また、特別支援教育を取り巻く状況等に対応して、ICTの活用を進めるととも

に、「今後の特別支援教育のあり方」（基本方針）の見直しを図る。 

伊丹特別支援学校においては、市内教員の専門性の向上を図るため、地域のセンター校として実

践的な研修を実施し、ホームページ等を通じて取組の成果等を広く情報発信する。また、市内学校

園コンサルテーションを実施し、校園内支援体制の強化及び障がいのある子どもに適切な指導・支

援を行えるようサポートする。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

通常学級で支援が必要な人数のうち、

個別の教育支援計画『ステップ★ぐん

ぐん』を作成している人数の割合（％） 

↑ 

通常学級において支援が必要な人数

のうち、サポートファイルを作成して

いる人数の割合 

59 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

243010 
伊丹特別支援学校活性化事

業 

実践的な教員研修を行うとともに、児童生徒の自主的・自

立的態度を養うために体験活動を行う。 

243024 特別支援学校管理運営事業 

各校の運営に必要な予算を適切に配当し、高騰する光熱費

を含め着実な執行管理を行う。また教材等を計画的に整備

する。 

243040 特別支援教育推進事業 

授業時数の半分以上を目安として、特別支援学級において

授業を受けることとする国の方針を原則とし、個別の指導

計画を踏まえた指導・支援を行う。また、総合的な支援体

制の整備及び適切な就学支援により、個々の児童生徒の教

育的ニーズに応じた支援を行う。 
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施策目標 4 教職員の資質向上 

令和 5年度の取組 

教員免許更新制の発展的解消に伴う国の方針に対応するとともに、今日的課題や教職員のライフ

ステージに応じた研修等を充実させ、教職員の資質・能力の向上を図る。また、各校の教育課題の

改善のために、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を図るため、アウトリーチに

よる校内研究の支援を行う。 

総合教育センターにおける各種事業を円滑に実施するために、効率的な施設の管理運営を行う。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

研修受講者満足度（％） ↑ 
教職員のための各種研修参加者満足

度の平均 
97 

授業力向上（カリキュラム）支援セン

ター自主研修利用者数（人） 
↑ 

年間を通しての自主研修利用者の延

べ人数 
1500 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

244020 
総合教育センター管理運営

事業 

総合教育センターにおける各種事業を円滑に実施するため

に、効果的な施設の管理運営を行う。 

244030 教職員指導力研修等事業 
各種研修の実施や、コンサルティング機能、アウトリーチ

型支援等により教職員の課題に応じた支援を行う。 
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主要施策 3 教育環境の整備・充実 

施策目標 1 学校を支える組織体制の整備 

令和 5年度の取組 

学校運営協議会と地域学校協働活動の一体的な推進に取り組み「コミュニティ・スクールの充実」

を図る。コミュニティ・スクールフォーラムや学校運営協議会会長を対象とした研修会を開催し、

先進事例の共有や情報交換を行う等、各協議会における協議の充実に努めるとともに、学校運営協

議会と教職員の連携や交流を推進し、教職員に対して、地域と協働する意義の周知を図る。 

また、地域学校協働活動においては、土曜学習の魅力の向上や学校支援ボランティア活動の活性

化を図るために、地域人材の発掘と養成に取り組む。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

学校運営や学校運営に必要な支援に

ついて必要な熟議ができた（％） 
↑ 

校長対象の学校運営協議会アンケー

トにおいて肯定的な回答をした割合

（％） 

85 

学校支援ボランティア活動回数（回） ↑ 学校支援ボランティア活動回数（回） 1,450 

土曜学習参加者数（人） ↑ 土曜学習参加者数（人） 15,000 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

251010 
コミュニティ・スクール運営

充実事業 

研修会を開催し先進事例の共有を行うなど各協議会におけ

る協議の充実に努める。また、協議会と教職員の連携や交

流を推進し、地域と協働する意義を周知するとともに、各

学校の課題改善に向けた協議が深まるよう支援を行う。 

251023 地域学校協働活動推進事業 

市内全小中学校区において、地域人材・企業・学生・ボラ

ンティア等と連携・協働し、児童・生徒への土曜日等の学

習機会の提供や、教育環境の充実を図る。 

251030 教育広報普及啓発事業 
教育委員会事務局や各施設の取組について、ホームペー

ジ・広報紙等を活用し情報発信を行う。 

251040 町の先生制度事業 
「町の先生」を招聘し、社会に開かれた教育課程の充実を

図る。 
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施策目標 2 安全・安心な教育環境の充実 

令和 5年度の取組 

安全安心な教育環境の充実については、通学路の安全確保のために、学校や地域等から改善要望

等がある箇所に対して、市関係部局や警察等と連携を図り、迅速に対応する。また、交通ルールの

遵守に向けた「自転車交通安全教室」の実施やスクールガードの資質向上と登録促進に努める。児

童生徒の安全を確保するために、ＤＩＧやＪアラート等を活用した防災訓練や警察と連携した防犯

訓練、「心肺蘇生法講習会」を実施するなど、「学校園防犯防災訓練」の充実を図る。 

老朽化が進む校園舎の空調設備改修工事や大規模改造工事等を計画的に実施し、安全・安心な教

育環境の維持向上を推進する。 

教職員の働き方改革については、｢学校における働き方改革基本方針｣に基づき､休日の部活動の

地域移行をはじめ部活動改革に向けた取組等を着実に進める。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

警察と連携した防犯訓練の実施小学

校数（校） 
＝ 

県警ホットライン等を活用した防犯

訓練の実施小学校数（校） 
17 

心肺蘇生法講習会受講者数（人） ↑ 教職員向け講習会の受講者数（人） 580 

警察等と連携した自転車交通安全教

室の実施校数（校） 
＝ 

DVD視聴や体験的活動を取り入れた交

通安全教室の実施校数（校） 
25 

関係機関と連携した防災訓練の実施

校数（校） 
＝ 

Jアラートや DIG 訓練等を活用した防

災訓練の実施校数（校） 
33 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

252010 
学校園防犯訓練・防災教育事

業 

 DIG やＪアラート等を活用した防災訓練や、警察と連携

した防犯訓練を計画的に実施し、危機対応能力を育成す

る。 

252020 子どもの安全対策推進事業 
市内１７小学校でＣＡＰ講習会を実施することで、児童の

自尊感情を高め、危機対応能力を育成する。 

252032 学校園施設整備事業 

4校の大規模改造工事、1校のトイレ改修工事、5校園の

空調設備改修工事、1校のグラウンド整備工事を行う。ま

た、2校の空調設備改修工事、1校の大規模改造工事、7

校の太陽光発電設備工事の実施設計委託を行う。 

252042 学校園施設管理工事事業 

9校の受変電設備・トイレ・プールサイド等の改修工事、

1校の普通教室転用工事、１保育所の園舎解体工事を行

う。 

252050 学校園施設維持保全事業 

老朽化した学校園舎等を適切に維持管理するための修繕や

点検調査を行う。また、学校施設の共用部分に抗菌・抗ウ

イルスコーティングを行う。 

252060 小学校管理運営事業 

各校の運営に必要な予算を適切に配当し、高騰する光熱費

を含め着実な執行管理を行う。また新 JIS 机（小５用）や

教材等を計画的に整備する。 

252070 中学校管理運営事業 

各校の運営に必要な予算を適切に配当し、高騰する光熱費

を含め着実な執行管理を行う。また教材等を計画的に整備

する。 

252082 公立保育所等保全事業 中央保育所の大規模改修工事を実施する。 
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体系 2 子育て・子育ち 

主要施策 1 家庭・地域の教育力 

施策目標 1 子育て家庭への経済的支援 

令和 5年度の取組 

経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対して、就学援助及び特別支援教育就学奨励

事業の案内チラシを作成・配布し、周知を図るとともに、学校と連携し、適切に事務を進める。ま

た、下河原地域から市立小学校及び幼稚園に通学・通園する児童・園児の保護者に対し、通学通園

費助成事業の周知を行うとともに、学校・幼稚園と連携し、適切に事務を進める。 

子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、県の事業内容に基づき、保育所等における保育料

の一部を助成するとともに、生活保護世帯等に対し、教材費・行事費等への給付を行う。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

就学援助の認定者数 ＝ 
小・中学校における就学援助の認定者

数 
2,518 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

212010 ひょうご保育料軽減事業 

国の制度による負担軽減の対象とならない 0～2歳児の認

定こども園、保育所等の保育料の一部を助成することで、

子育てにかかる経済的負担の軽減を図る。 

212050 
実費徴収に係る補足給付事

業 

認定こども園・保育所・幼稚園での実費徴収に係る費用の

一部補助を行い、子どもの健やかな成長を支援する。 

212060 就学援助事業 
経済的な理由によって就学が困難と認められる児童生徒の

就学を奨励するために、適切に就学援助事務を実施する。 

212070 
中学校夜間学級就学支援事

業 

就学適齢期に義務教育を受けられなかった生徒等の就学の

機会を確保し、就学に係る経済的負担を軽減する。 

212080 通学通園費助成事業 

児童・園児の保護者に対し通学通園費を助成することによ

り、通学通園路の安全を確保し、保護者の経済的負担を軽

減する。 

212090 特別支援教育就学奨励事業 
学用品費等を支給することにより、特別支援学級等の児童

生徒の就学奨励を行い、保護者の経済的負担を軽減する。 

※本体系については、市行政評価の教育委員会所管部分を抜粋して掲載しています。 
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施策目標 2 子育て・家庭教育の支援 

令和 5年度の取組 

 引き続き感染症対策を講じつつ、親子が交流する場の提供、子育てに利する講座の実施や相談対

応により、子育てに伴う不安感や負担感の軽減、子育て家庭の孤立防止を図り、子どもの健全な成

長を目指す。 

 また、相談事業においては、情報提供だけではなく部局間での横断的な情報交流を行うことで、

必要な支援に繋がるよう努める。 

 加えて、「地域による子育て」を体現する育児ファミリー・サポート・センター事業の周知に努め、

子育て支援を推進する。 

 家庭教育に関する啓発方法を見直し、啓発内容の充実を図るとともに、様々な手法による周知を

行う。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

地域子育て支援拠点事業等参加

者数（年間延べ利用者：人） 
↑ 

地域子育て支援拠点事業や幼稚園、共同

利用施設で実施しているみんなのひろば

事業等親子交流事業への参加者の合計数 

103,000 

育児ファミリー・サポート・セン

ター会員数（人） 
↑ 依頼会員、協力会員、両方会員の合計人数 2,400 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

215010 
育児ファミリー・サポー

ト・センター事業 

事業の周知を継続し、また預かりを行おうとする者に対して

は、救急救命等の内容を含む適切な講座を実施する。 

215023 
子ども・子育て支援事業

計画施策推進事業 

子ども・子育て審議会を開催するとともに、令和７年度から計

画期間が始まる「第３期伊丹市子ども・子育て支援事業計画」

の策定のため、ニーズ調査を行う。 

215030 
子ども・子育て団体等補

助事業 

子ども健全育成団体及び子育てサークルに対して、補助金を交

付し、子どもの健全育成活動の支援を行う。 

215040 
子ども施策地域推進事

業 

地区における青少年活動に対して補助金を交付し、子どもを中

心とした多世代交流活動を支援する。 

215060 
いたみ子育て家庭応援

事業 

登録店の子育て家庭向けのサービスや情報を市のホームページ

で PR することにより、施設やサービスの利用を誘引する。 

215073 
子育て情報発信・啓発事

業 

子育て情報誌の改訂版の作成等を通じて、子育て情報の発信・

啓発を推進する。 

215080 
地域における子育て支

援ひろば事業 

利用人数制限等の感染症対策により、支援の量的拡充が望めな

い中でも、必要な人へ支援が届くよう着実に事業を継続する。 

215090 
地域子育てバックアッ

プ事業 

子育て支援事業を行う団体への補助を行い、市民力による地域

の子育て支援の充実を図る。 

215110 父親の育児参加事業 
事業周知を継続し、父親の育児参加への意識付けを促すこと

で、母親の育児負担や不安感の軽減を図る。 

215120 家庭教育推進事業 

家庭教育に関する従来の啓発や周知方法を見直し、啓発内容の

充実や、基本的な生活習慣のための効果的な学習機会の提供に

取り組む。 
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施策目標 3 子ども一人ひとりに応じた発達支援 

令和 5年度の取組 

一貫した相談支援体制づくりを進めていくために、医療・保健・教育・福祉等関係機関と連携を

図る。また、地域での医療的ケア児等の受け入れ推進のために、こども発達支援センターの役割を

明確にし、連携体制の構築に努める。さらに、子どもたちが生活する地域で一人ひとりの特性に合

わせた支援が受けられるために、障害児通所支援事業所や学校、就学前施設等に赴いて情報提供や

助言を行うとともに、各施設職員を対象とした研修を実施し、地域全体における療育支援の質の底

上げを図る。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

「こども発達支援センター」の相談件

数（件） 
＝ 

相談支援や児童精神科医・心理療法士

等の専門相談の合計数 
8000 

「こども発達支援センター」の地域訪

問型サービスの利用者数（人） 
↑ 

地域支援として実施した保育所等へ

の巡回相談やスタッフ派遣の合計数 
660 

保育所等訪問支援の利用件数(件) ↑ 保育所等訪問支援の利用件数 132 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

214010 
こども発達支援センター運

営事業 

一貫した相談支援体制づくりを進めていくために、関係機

関との連携を図る。地域での医療的ケア児等の受け入れ推

進のために、こども発達支援センターの役割を明確にし、

連携体制を構築する。 

214020 児童発達通所支援事業 
対象児童の障がい状況等に応じた各種サービスを適切に給

付する。 

214030 障がい児自立支援事業 
対象児童の障がい状況等に応じた各種サービスを適切に給

付する。 

214040 障がい児地域生活支援事業 
対象児童の障がい状況等に応じた各種サービスを適切に給

付する。 

214050 障害児福祉手当等給付事業 
対象者へ制度の周知を図り、障害児福祉手当・重度心身障

害者（児）介護手当の適切な支給事務を継続する。 

214060 
発達支援の視点に基づいた

地域支援事業 

子どもたちが生活する地域で一人ひとりの特性に合わせた

支援が受けられるために、障害児通所支援事業所や学校、

就学前施設等に赴いて情報提供や助言を行うとともに、各

施設職員を対象とした研修を実施し、地域全体における療

育支援の質の底上げを図る。 
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主要施策 2 青少年の健全育成 

施策目標 1 子どもの居場所づくりと自立支援 

令和 5年度の取組 

児童くらぶに整備した Wi－Fi 環境や入退室管理システムを活用するとともに、長期休業期間中

の昼食提供事業を本格的に実施するなど、子どもが安全・安心に過ごすことの出来る環境づくりを

進める。 

 児童会館「こらくる」やこども文化科学館等において、子ども達が安心して過ごせる居場所や様々

な体験の機会を提供し、「子どもの居場所」の更なる利用促進を図る。 

 また若者自立支援事業として、困難を有する子どもや若者並びにその家族に対し、情報の提供に

よる周知・啓発を進めるとともに、講演会や交流・情報交換の場の提供等を通し、相談しやすい環

境づくりを進める。これら相談事業などの利用者増加を図るとともに困難を有する子どもや若者の

課題解消に取り組む。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

若者自立支援事業利用者延べ人

数（人） 
↑ 

困難を有する若者や家族を対象とした相

談事業やイベント等の利用者数（人） 
111 

児童くらぶ待機児童数（人） ＝ 17児童くらぶの待機児童数（人） 0 

児童館 3館利用者数（人） ↑ 児童館 3館利用者数（人） 81,000 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

221020 若者自立支援相談事業 
ひきこもり等困難を有する若者やその家族のニーズに応じた相 

談・支援の窓口の情報を提供する。 

221030 二十歳の祝典事業 
祝典参加者による企画運営のもと、二十歳の節目を祝福する祝典

を開催する。 

221040 青少年活動支援事業 
キャンプ事業や木工等の遊び事業により、幼児期の教育充実と体

験を通じた少年期の健全育成を図る。 

221050 
青少年センター管理運

営事業 

講座、講演、各種クラブ活動等の実施とともに、学習室へ Wi－Fi

環境を整備し、青少年の居場所に加え、学びの場としての充実を

図る。 

221060 青少年施策推進事業 
児童館 3館への情報提供等による運営支援とともに、丹波少年自

然の家事務組合解散に向けた事務を執行する。 

221070 児童館管理運営事業 

子どもへの遊び場の提供とともに、図書室へ Wi－Fi 環境を整備

し、学びの場として充実を図る。また、令和 6年度からの指定管

理者選定を行う。 

221082 児童館整備保全事業 
ひきこもり等困難を有する若者やその家族のニーズに応じた相 

談・支援の窓口の情報を提供する。 

221090 
こども文化科学館管理

運営事業 

学習投影をはじめとしたプラネタリウム投影事業の充実の他、出

張事業についても積極的に実施し、幅広い事業展開を図る。 

221123 
放課後児童くらぶ管理

運営事業 

児童・保護者にとって安全・安心な居場所を提供する。長期休業

期間中の昼食提供を本格実施する。 
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施策目標 2 子どもの見守りネットワークの整備 

令和 5年度の取組 

地域の子どもたちとの関係づくりのため、少年補導委員による街頭補導と「愛の一声運動」を実

施する。また、地域ぐるみの少年愛護活動を進めるため、小学校での愛護補導連絡会や中学校での

学校補導連絡会を開催する。また、青少年の健全育成については市民の理解と関心を高めるため、

広報紙「センター通信」の発行、毎月の広報車での啓発活動を実施する。 

悩みを抱えた子どもや保護者を対象に相談活動を実施し、学校及び関係機関と連携しながら事案

の早期解決を図る。学校から依頼がある場合、アウトリーチ型の相談支援を実施し、事案の初期対

応を学校と連携しながら実施する。また、昨今増加傾向にある SNS トラブルに関しては、保護者向

けの講演会を地区懇談会や愛護補導連絡会等で実施する。 

青少年の指導、育成、保護および矯正に関する調査審議および関係行政機関の連絡調整を行う会

を定期的に開催する。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

補導活動回数（回） ＝ 
少年補導委員 1 人当たりの年間補導

活動回数（3回／月×12か月） 
36 

声かけ・挨拶人数（人） ↑ 
街頭補導活動における声かけ・挨拶の

人数 
40,000 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

222010 青少年街頭補導事業 
地域に密着した街頭補導と「愛の一声運動」を実施し、地

域の子どもたちとの関係づくりに取り組む。 

222020 
青少年健全育成・環境浄化事

業 

有害図書の回収や店舗の実態調査を市民と協働し実施す

る。また、愛護補導連絡会や学校補導連絡会を開催し、地

域ぐるみの愛護活動を推進する。 

222030 
青少年健全育成関係広報啓

発事業 

センター通信を月１回発行し、「悩み相談」クリアファイ

ルやカードを配布する。また、DVD を活用した啓発を行

う。 

222040 青少年問題協議会の運営 
青少年の非行防止、いじめ防止、困難を有する若者の支援

等について、調査、審議と連絡調整を進める。 

222050 青少年問題相談事業 
電話・来所・メールでの相談を受け付ける。また、学校か

らの依頼によるアウトリーチ型相談支援を推進する。 
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体系 3 生涯学習 

 主要施策 1 生涯学習・スポーツ 

  施策目標 1 多様な学習機会の提供 

令和 5年度の取組 

社会教育施設間で情報交換等を行うことでノウハウの共有を図り、連携事業等を実施することに

より、市民の学びの機会の充実を図る。また、学習者の裾野を広げるためにオンラインを活用した

事業展開を進めるとともに、SNS を活用した広報活動の充実を図る。あわせて、スマホ講座などを

実施し、市民の情報格差解消に取り組む。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

講座実施数（回）（公民館・ラスタ・き

らら） 
↑ 

公民館・ラスタホール・きららホー

ル事業実施回数 
2,700 

施設利用者数(人）（公民館・ラスタ・き

らら） 
↑ 

公民館・ラスタホール・きららホー

ル施設利用者数 
381,000 

施設利用者満足度（％）（公民館・ラス

タ・きらら） 
↑ 

施設利用者満足度調査において「非

常に満足」「満足」と回答した割合（3

館平均値） 

90 

コード 事務事業名 R5 年度の取組内容 

261010 公民館管理運営事業 
施設を有効活用し、より多くの市民に利用してもらうた

めの取組を進める。 

261050 講座等生涯学習活動支援事業 

オンラインを活用した事業を実施しながら SNSを活用し

た広報活動の充実を図る。併せて「スマホ相談室」を継

続し情報格差解消に取り組む。 

261070 
生涯学習センター管理運営事

業 

施設間の連携事業等を実施することにより多様な学びの機

会を提供するほか、自習室に公衆 Wi-Fiの導入を行う。 

261090 
北部学習センター管理運営事

業 

施設間の連携事業等を実施することにより多様な学びの機

会を提供するほか、学習室に公衆 Wi-Fiの導入を行う。 

261102 
北部学習センター整備保全事

業 

空調設備等改修工事及び床改修工事を実施する。 
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  施策目標 2 図書館サービスの充実 

令和 5年度の取組 

本年度は、｢第 2 次子ども読書活動推進計画｣に基づき､幼児期からの｢ブックスタート｣や｢おはな

し会｣などを実施するとともに、子どもの読書習慣の定着に努める｡ 

来館者数・貸出者数･貸出冊数の増加を図るため､魅力的な図書の収集や､来館を促進する多様な

事業の実施、図書館情報の積極的な発信を行う。また､学びの機会を創出のため｢調べる学習コンク

ール｣の開催や、図書館の基本機能であるレファレンスサービスの利用促進を図るとともに、図書館

システム更新により新たに導入した「読書チャレンジ機能」等のインターネットサービスの周知を

促し、市民の読書習慣の定着を図る。 

また、交流事業では、市民の参画・協働の促進を目的とした交流フロア運営会議から生まれる多

彩な市民発案イベントを実施するとともに、市内施設、学校、企業等との連携による多様な事業を

展開する。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

一人あたり貸出冊数（全館・年間） ↑ 
市内図書館全館合計個人貸出冊数/伊

丹市人口 
7.77 

レファレンスサービス件数（全館・年

間） 
↑ 

市内図書館全館合計レファレンス受

付件数 
2,470 

交流事業実施回数（本館・年間） ↑ 図書館本館交流事業回数 200 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

262013 
図書館本館・西分室管理運営

事業 

本館及び西分室の安全・快適な利用環境を維持するととも

に、本館研修室に公衆 Wi-Fiの導入を行う。また、資料の

充実等の図書館の基本機能を向上させる。 

262020 図書館南分館管理運営事業 
利用者サービスの質の向上等に努めるよう助言・指導す

る。また、南分館における図書館資料の整備充実を図る。 

262030 図書館北分館管理運営事業 
利用者サービスの質の向上等に努めるよう助言・指導す

る。また、北分館における図書館資料の整備充実を図る。 

262040 
図書館神津分館管理運営事

業 

利用者サービスの質の向上等に努めるよう助言・指導す

る。また、神津分館における図書館資料の整備充実を図

る。 

262050 子ども読書推進事業 
「第 2次子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもの読

書習慣形成のための多様な取組を各機関と推進する。 

262060 図書館本館交流事業 
市民企画事業、企業・学校連携事業など、あらゆる年齢層

が参加できる多様な事業を実施する。 
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  施策目標 3 生涯スポーツが楽しめる環境整備 

令和 5年度の取組 

令和４年度に中間見直しを行った「伊丹市スポーツ推進計画」に基づき、障がいの有無や年齢・

性別にかかわらず、スポーツに親しみ、スポーツをライフスタイルの中に定着させることができる

よう、各種スポーツ教室や競技スポーツ大会・生涯スポーツのイベント等の事業を引き続き実施し、

スポーツ・運動の実施者の増加を図る。実施の際は、SNS やホームページ等各種広報媒体を積極的

に活用し、効果的、効率的な周知を行うことにより参加者の増を図る。また、良好なスポーツ環境

の確保のため、スポーツ施設の適切な維持管理と計画的なスポーツ施設整備の検討を進める。 

さらに、伊丹の特色を生かしたスポーツ事業として、伊丹生まれの「いたっボール」や伊丹に深

くゆかりのある競技「なぎなた」を出前講座や教室の開催を通して、競技の PR を図る。今年度も

「全国高等学校なぎなた選抜大会」の開催により「なぎなたのまち伊丹」をアピールし「伊丹ブラ

ンド」としてのなぎなた競技の振興を図る。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

スポーツクラブ 21会員数（人） ↑ 
市内 17小学校区のスポーツクラブ 21

会員数合計 
6,200 

市民スポーツ祭等参加者数（人） ↑ 

市民スポーツ祭、少年スポーツ大会、レデ

ィーススポーツ大会、ニュースポーツフ

ェスティバル、市民駅伝大会、市民ロード

レース大会等市主催大会の参加者数 

18,000 

体育施設の利用者数（人） ↑ 

スポーツセンター・緑ケ丘体育館・緑

ケ丘プール・市内グラウンド・ローラ

ースケート場・稲野公園運動施設の利

用者数合計 

850,000 

「いたっボール」講習会等参加者数（人） ↑ 「いたっボール」講習会等参加者数 1,400 

なぎなた教室の受講者数（人） ↑ 

指定管理者との共催や伊丹スポーツ

センターで開催しているなぎなた教

室の年間受講者数 

150 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

263010 市立体育施設管理運営事業 

各施設の指定管理者において、イベント・教室等の事業を

実施するとともに適切な施設の保全管理のため、計画的な

修繕等を実施する。 

263030 生涯スポーツ活動支援事業 スポーツクラブ 21各種交流大会開催等の活動支援を行う。 

263040 スポーツ振興施策推進事業 

各種大会、イベント等の開催やスポーツ、運動に関する有

益な情報の提供にあたり、SNSや HP等の各種広報媒体を

積極的に活用し、参加者増、スポーツ実施者増に繋げる。 

263050 
全国高等学校なぎなた選抜

大会運営事業 

第１９回選抜大会を開催することで「伊丹ブランド」とし

てのなぎなた競技の振興を図る。 
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体系 4 人権教育 

主要施策 1 人権教育 

施策目標 1 人権教育・学習の推進 

令和 5年度の取組 

様々な分野での人権教育・啓発の一層の推進を図るため、令和４年６月に改訂した「伊丹市人権

教育・啓発推進に関する基本方針」に基づき、人権教育・学習に関する施策を推進する。 

学校園（所）において、発達段階に応じて、いじめをはじめとする人権問題について自ら考え、

学ぶ機会の充実を図る。併せて、様々な人権問題について、市民及び教職員の人権教育・研修を推

進するとともに、市民主体の学習を支援するため、市民団体との連携や人権教育指導員の派遣を行

う。 

成果指標（単位） 性質 指標の意味・算式等 目標値 

いじめの認知件数（件） 
評価 

対象外 

市立学校（小・中）において、1年間

に認知されたいじめの件数  

1,955 

※(前年度実績値) 

人権作文・ポスターの延べ応募者数

（人） 
↑ 

市内小中学校の児童生徒対象の人権

週間記念作文・ポスターへ応募した延

べ人数 

6,300 

市民による学習会、研修会等への延べ

参加者数（人） 
↑ 

伊丹市人権・同和教育研究協議会及び

人権啓発推進委員企画の研修会への

延べ参加者数 

2,000 

人権教育指導員の派遣回数（回） ↑ 

学校園、地域、職場等で実施される研

修会等へ、講師及び助言者として人権

教育指導員を派遣した回数 

60 

コード 事務事業名 R5年度の取組内容 

241170 いじめ防止フォーラム 

学校をとりまく家庭、地域などが、一体となり、地域ぐる

みでの健全育成を目指し、子どもたちを交えて意見交換を

する中で、いじめの防止に向けた取組の充実を図る。 

271020 人権教育推進事業 
あらゆる年代、場面において市民団体と協働して啓発を行

い、市民主体の人権学習の開催を支援する。 

※成果指標「いじめの認知件数（件）」は、指標の性質が「評価対象外」であるため、目標値では

なく、参考として前年度実績値を掲載しています。 

※本体系については、市行政評価の教育委員会所管部分を抜粋・編集して掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 


